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２ 「おたがいさま」で支え合う協働によるまちづくり  

 

今回の震災では、災害時や災害後の復旧・復興の過程における行政による支援「公助」の

限界が明らかになる一方で、多くの市民が主体となり、地域の中でつながり、互いに支え助

け合う「自助」・「共助」の必要性、重要性が改めて認識されました。 

 「おたがいさま」の心で支え合い、住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために、市民・

地域と行政が日頃から連携を図っていくことで、協働によるまちづくり・ひとづくりを推進

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

「おたがいさま」で支え合う協働に
よるまちづくり

（1）互いに支え合う自主自立のまちづくりの
         推進

①地域のまちづくり活動支援

②地域における支え合い活動の推進

（2）復興を支える担い手の育成 ①地域の担い手の発掘・育成

（3）市民・地域と行政のパートナーシップの
         推進

①市民・地域と行政の関係強化

②市民参画・協働の推進

②市民公益活動の推進
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（１）互いに支え合う自主自立のまちづくりの推進 

市民主体のまちづくり活動を支援し、地域の絆をより深めるとともに、高齢者や障がい

者、妊産婦、子ども等への理解を促進し、災害時にも市民が「おたがいさま」の心で助け

合える地域づくりを推進します。 

 

①地域のまちづくり活動支援 

  ・市民が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、地域に暮らす住民同士が 

日頃から顔の見える関係を築くことが必要です。そこで、地域公民館や地域コミュニ

ティセンター等の地域活動拠点の更なる利活用を促進するとともに、地域の核となる

町内自治会や校区自治協議会等の活動を支援し、地域のまちづくりの活性化を図りま

す。 

   

  ・今回の震災では、地域によって被害の状況も大きく異なり、行政に求められる支援の

あり方も様々であることから、地域が主体となって、それぞれの地域の特色をいかし

た復興を行えるような支援の仕組みをつくります。 

  

 

 ②地域における支え合い活動の推進 

  ・災害時に市民が「共助」の精神で互いに支え助け合えるよう、地域に暮らす高齢者や

障がい者、妊産婦、子ども等の災害弱者をはじめとした様々な市民に対する日頃から

の理解を促進し、地域における支援体制の整備を進めます。 

 

  ・高齢者や障がい者等が孤立することなく、住み慣れた地域で安心して暮らしていく 

ために、地域住民や保健・医療・福祉・介護に関する専門機関などが連携して支えて

いく地域包括ケアの体制づくりを進めます。 

 

 

（２）復興を支える担い手の育成 

地域における多様な課題の解決や主体的なまちづくりの取組を支えるため、地域の活動

を支える人材の発掘や育成に取り組みます。 

また、市民ボランティアやＮＰＯ14、企業などの活動をつなぎ、相互に連携した自主自

立のまちづくりの取組を支援します。 

  

 

 

 

                                                   
14 ＮＰＯ：Non Profit Organization の略。私的営利を目的としない社会的な使命を目的とした民間の組織のこと。 
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①地域の担い手の発掘・育成 

  ・地域づくり活動に携わる人々の高齢化が進む中、地域の活性化のためには若い世代 

の担い手の育成が必要不可欠です。そこで、伝統ある地域のまつりの復活や魅力ある

イベントへの若者の参加を促進し、実際に運営に関わる機会の創出に努めることで、

地域愛ひいては郷土愛を醸成するとともに、担い手を発掘します。あわせて、公民館

における講座等の学びの場を通じ、担い手育成に取り組みます。 

 

  ・地域福祉の担い手である民生委員・児童委員等の確保・支援に取り組みます。 

 

 

②市民公益活動15の推進 

  ・今回の震災では、若者をはじめとした多くの市民ボランティアやＮＰＯ、企業等の  

自主的・自発的な社会貢献活動が多くの市民の力となり、支えとなったことから、こ

うした団体と行政との連携を更に強化するため、定期的な意見交換の機会を設けると

ともに、熊本市市民公益活動支援基金の更なる充実や様々な情報の収集及び効果的な

発信による市民公益活動の支援を行います。 

   

  ・市民活動支援センター「あいぽーと」において、市民活動団体の交流やネットワーク

づくりの場を提供します。 

  

 

（３）市民・地域と行政のパートナーシップの推進 

今回の震災で学んだことを糧として、市民・地域と行政が、災害などの非常時にも効果

的・効率的に連携できるよう、行政が積極的に地域活動等に飛び込んでいくことにより、

日頃から信頼関係の強化に取り組みます。 

また、行政は施策の企画立案や実施の際に市民参画の機会を十分に確保し、市民は積極

的に参画していくことで、市民と行政が互いに理解し、協力し合い、市民を主体としたよ

り魅力あるまちづくりを推進します。 

 

 ①市民・地域と行政の関係強化 

 ・（仮称）まちづくりセンターに地域担当職員を配置し、日頃から地域の相談や情報の

収集、行政情報の発信、地域コミュニティ活動の支援などを行い、地域と共に課題解

決に取り組むことを通じて、災害時においても、市民・地域と行政が連携し、地域の

状況に応じた迅速かつ柔軟な対応ができる体制を整えていきます。 

 

 

 

                                                   
15 市民公益活動：社会的役割（他人や社会への貢献）を意識した市民による活動のこと。 
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 ②市民参画・協働の推進 

 ・市民主体の魅力あるまちづくりの推進や災害からの真の復興を実現するためには、市

民やＮＰＯ、事業者等が持つ専門的な知識や経験が必要不可欠であることから、市の

施策の企画立案・実施の際には、多様な個人や団体が参画し、自由に意見の交換がで

きる場を十分に確保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


